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  （百万円未満切捨て）

１．平成29年３月期の連結業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益 親会社の所有者に 

帰属する当期利益 
当期包括利益 

合計額 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 171,857 △4.9 14,759 △8.6 10,481 △37.4 7,443 △42.6 7,459 △42.6 8,800 54.5 
28年３月期 180,740 △2.4 16,141 △26.0 16,746 △15.4 12,962 △26.1 12,998 △25.6 5,697 △72.7 

「営業利益」には、当社が連結経営成績に関する指標として用いている「調整後営業利益」を記載しております。 
「調整後営業利益」は、売上収益から、売上原価ならびに販売費及び一般管理費の額を減算して算出した指標でありま
す。 
 
本ページ以外では「営業利益」「親会社の所有者に帰属する当期利益」を「調整後営業利益」「親会社株主に帰属する当
期利益」と表示しております。 
上表のほか、連結経営成績に関する指標として、添付資料11ページ「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表
に関する注記事項（セグメント情報）」で、「受取利息及び支払利息調整後税引前当期利益」を開示しております。 
 

  
基本的１株当たり 

当期利益 
希薄化後 

１株当たり当期利益 
親会社所有者帰属持分 

当期利益率 
資産合計 

税引前利益率 
売上収益 

営業利益率 
  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

29年３月期 72.63 － 7.6 5.5 8.6 
28年３月期 126.54 － 13.6 9.2 8.9 

 
 

（２）連結財政状態 

  資産合計 資本合計 
親会社の所有者に 

帰属する持分 
親会社所有者 
帰属持分比率 

１株当たり親会社 
所有者帰属持分 

  百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭 
29年３月期 204,656 100,585 100,416 49.1 977.73 
28年３月期 174,569 96,087 95,964 55.0 934.35 

本ページ以外では「親会社の所有者に帰属する持分」を「親会社株主に帰属する持分」と表示しております。 

 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

  
営業活動に関する 

キャッシュ・フロー 
投資活動に関する 

キャッシュ・フロー 
財務活動に関する 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

29年３月期 13,685 △4,061 △2,307 54,828 
28年３月期 11,635 △2,351 △7,003 47,567 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

親会社所有者
帰属持分配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
28年３月期 － 14.00 － 26.00 40.00 4,108 31.6 4.3 
29年３月期 － 10.00 － 16.00 26.00 2,670 35.8 2.7 
30年３月期（予想） － 0.00 － － －   －   

（注）平成29年４月26日公表の「ＨＫＥホールディングス合同会社による当社株券に対する公開買付けに関する意見表明

のお知らせ」のとおり、当社株式は上場廃止となることが見込まれますので、当該公開買付けが成立することを条件

に平成30年３月期の中間配当を行わない予定です。 

 



 

３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 
  売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益 

親会社の所有者に 
帰属する当期利益 

基本的１株当たり 
当期利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 71,600 △0.8 5,000 65.6 5,000 51.8 3,400 53.9 3,400 48.2 33.11 

通期 169,000 △1.7 17,500 18.6 16,900 61.2 11,400 53.2 11,400 52.8 111.00 
 
 

※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無 

②  ①以外の会計方針の変更                ：無 

③  会計上の見積りの変更                  ：無 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期 105,221,259 株 28年３月期 105,221,259 株 

②  期末自己株式数 29年３月期 2,517,867 株 28年３月期 2,514,706 株 

③  期中平均株式数 29年３月期 102,705,205 株 28年３月期 102,715,428 株 

（注）１株当たりの当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、13ページ（１株当たり利益情報）

をご覧ください。 

 

（参考）個別業績の概要 

１．平成29年３月期の個別業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 137,681 2.9 11,024 11.9 16,207 20.6 9,305 △24.0 
28年３月期 133,793 △8.2 9,851 △37.7 13,443 △24.1 12,241 △12.7 

 

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
29年３月期 90.61 － 
28年３月期 119.18 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期 189,179 104,509 55.2 1,017.59 
28年３月期 158,071 98,901 62.6 962.95 

 
（参考）自己資本 29年３月期 104,509 百万円   28年３月期 98,901 百万円 

 

※  決算短信は監査の対象外です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提
となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況
（３）今後の見通し」をご覧ください。 
（決算補足説明資料の入手方法） 

決算補足説明資料はTDnetで同日開示しています。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

 当期の当社グループを取り巻く市場環境は、新興国においては経済成長の停滞や減速が継続し、米国においても

先行きに不透明さが見られる等、世界経済全体としては不透明な状況が継続しました。国内経済においても、公共

投資分野の需要低迷等を受け、関係市場において市場規模の縮小傾向が見られました。

 このような状況のもと、当社グループは、グローバルビジネスの強化や新事業の立ち上げのための施策を推進す

るとともに、国内外において受注獲得に向けた積極的な事業活動に取り組んでまいりました。 

 当期の営業状況としましては、受注高は185,285百万円（前期比13.9%増）、売上収益は171,857百万円（前期比

4.9%減）、調整後営業利益は14,759百万円（前期比8.6%減）、ＥＢＩＴは10,349百万円（前期比37.4%減）、親会社

株主に帰属する当期利益は7,459百万円（前期比42.6%減）となりました。

 

 当期のセグメント別営業状況は次のとおりであります。 

【映像・通信ソリューション】 

 映像・通信ソリューションセグメント（無線通信システム、情報処理システム、放送システム、監視システム・

画像処理等）では、国内における市場規模の縮小に伴う競争激化の進展、新興国における政情不安や景気低迷等に

より、売上収益は79,274百万円となり、前期に比べ9,944百万円（11.1%）減少しました。売上収益の減少はあった

ものの、前期のような不採算案件が発生しなかったことから、調整後営業利益は1,102百万円となり、前期に比べ

699百万円（173.4%）増加しました。ＥＢＩＴについては、国内事業の低迷を受けて実施した早期退職優遇制度の特

別募集等により、3,383百万円の損失となり、前期に比べ悪化しました（前期はＥＢＩＴ494百万円）。

【成膜プロセスソリューション】 

 成膜プロセスソリューションセグメント（半導体製造装置等）では、アジアにおける半導体メーカーの設備投資

が堅調に推移したことから、売上収益は91,544百万円となり、前期に比べ981百万円（1.1%）増加しました。売上収

益の増加はあったものの、開発力強化のための新棟建設等の設備投資の実施、増産対応によるコスト増等により、

調整後営業利益は13,708百万円となり、前期に比べ2,170百万円（13.7％）減少し、ＥＢＩＴについても13,963百万

円となり、前期に比べ2,043百万円（12.8％）減少しました。

【その他】

 その他のセグメントでは、売上収益は1,039百万円となり、前期に比べ80百万円（8.3%）増加しました。調整後営

業利益は485百万円となり、前期に比べ234百万円（93.2%）増加し、ＥＢＩＴも457百万円となり、前期に比べ204百

万円（80.6%）増加しました。

（注）ＥＢＩＴ（受取利息及び支払利息調整後税引前当期利益）は、税引前当期利益から、受取利息の額を減算

し、支払利息の額を加算して算出した指標です。

 

（２）当期の財政状態の概況 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は54,828百万円となり、前連結会計年度

末より7,261百万円の増加となりました。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動に関するキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果、資金は13,685百万円の増加となりました。これは主に、営業債務及びその他の債務の増加13,259

百万円、当期利益7,443百万円、減価償却費及び償却費3,553百万円等による資金の増加が、たな卸資産の増加12,642

百万円等による資金の減少を上回った結果によるものです（前期は11,635百万円の増加）。

（投資活動に関するキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果、資金は4,061百万円の減少となりました。これは主に、有形固定資産の取得3,512百万円、子会社

株式の取得493百万円等によるものです（前期は2,351百万円の減少）。

（財務活動に関するキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果、資金は2,307百万円の減少となりました。これは主に、配当金の支払3,694百万円、短期借入金の

増加813百万円によるものです（前期は7,003百万円の減少）。
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 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移  

 

 
2014年 
３月期

2015年 
３月期

2016年 
３月期

2017年 
３月期

親会社株主帰属持分比率（％） 45.4 50.1 55.0 49.1

時価ベースの親会社株主帰属持分比率（％） 68.0 87.5 79.6 128.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.0 0.4 0.1 0.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 504.6 387.3 581.8 760.3

親会社株主帰属持分比率：親会社株主に帰属する持分/資産合計

時価ベ－スの親会社株主帰属持分比率：株式時価総額/資産合計

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業活動に関するキャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動に関するキャッシュ・フロー/利払い

  (注1) いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

  (注2) 株式時価総額は、自己株式を除いた期末発行済株式総数 × 期末株価終値により算出しております。

  (注3) 営業活動に関するキャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動に関するキャッシュ・フ

ローを使用しております。有利子負債は、連結財政状態計算書に計上されている負債のうち利子を支払って

いる全ての負債を対象としております。

 

（３）今後の見通し

2018年３月期の連結業績予想につきましては、世界経済においては、新興国における経済停滞の長期化、東アジ

アや中東地域の地政学的リスク等もあり、全体として不透明な状況が継続することが予想されます。国内において

も、関連市場における市場規模の縮小に伴う競争激化の継続等が想定されており、国内外ともに厳しい事業環境が予

想されます。

このような事業環境のもと、収益力の回復・強化に向けた事業ポートフォリオ転換や新分野事業への取り組み強

化等の諸施策を展開するとともに、コスト構造改革、キャッシュ・フロー改善の推進等により強靭な事業基盤の確立

を図り、事業の維持拡大に向けた積極的な事業展開を推進してまいります。 

上記取り組みにより、2018年３月期通期における業績は、売上収益169,000百万円、調整後営業利益は17,500百万

円、親会社株主に帰属する当期利益は11,400百万円を予想しております。

 

※業績予想の適切な利用に関する説明 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づ

き、当社の判断により作成したものであり、その達成を約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社は、グローバル化への対応と、グループ統一の業績評価基準の構築等を目的として、2015年３月期より国際財務

報告基準（ＩＦＲＳ）を適用しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結財政状態計算書

（単位：百万円）

   

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

  (2016年３月31日) (2017年３月31日) 

資産の部      

流動資産      

現金及び現金同等物   47,567 54,828 

営業債権及びその他の債権   50,192 55,983 

たな卸資産   37,120 50,263 

その他の流動資産   1,760 1,312 

流動資産合計   136,639 162,386 

非流動資産      

有形固定資産   21,503 26,565 

無形資産   2,525 3,203 

その他の金融資産   10,049 8,294 

繰延税金資産   2,784 3,326 

その他の非流動資産   1,069 882 

非流動資産合計   37,930 42,270 

資産の部合計   174,569 204,656 
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（単位：百万円）

   

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

  (2016年３月31日) (2017年３月31日) 

負債の部      

流動負債      

短期借入金   733 1,598 

営業債務及びその他の債務   36,600 54,368 

未払費用   11,087 14,822 

その他の金融負債   222 416 

未払法人所得税   2,032 1,847 

前受金   3,227 11,345 

引当金   1,972 1,479 

その他の流動負債   55 69 

流動負債合計   55,928 85,944 

非流動負債      

長期借入金   101 683 

その他の金融負債   - 849 

退職給付に係る負債   22,083 16,171 

引当金   94 103 

繰延税金負債   - 79 

その他の非流動負債   276 242 

非流動負債合計   22,554 18,127 

負債の部合計   78,482 104,071 

資本の部      

親会社株主に帰属する持分      

資本金   10,058 10,058 

資本剰余金   17,534 16,837 

利益剰余金   68,088 71,850 

その他の資本の構成要素   3,022 4,415 

自己株式   △2,738 △2,744 

親会社株主に帰属する持分合計   95,964 100,416 

非支配持分   123 169 

資本の部合計   96,087 100,585 

負債・資本の部合計   174,569 204,656 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

（単位：百万円） 
 

 
 
 

前連結会計年度
（自 2015年４月１日
至 2016年３月31日）

当連結会計年度
（自 2016年４月１日
至 2017年３月31日）

売上収益   180,740 171,857

売上原価   △128,803 △123,007

売上総利益   51,937 48,850

販売費及び一般管理費   △35,796 △34,091

その他の収益   1,262 324

その他の費用   △1,254 △4,818

金融収益   396 117

金融費用   △14 △33

持分法による投資損益   0 －

受取利息及び支払利息調整後税引前当期利益   16,531 10,349

受取利息   230 160

支払利息   △15 △28

税引前当期利益   16,746 10,481

法人所得税費用   △3,784 △3,038

当期利益   12,962 7,443

当期利益の帰属      

親会社株主   12,998 7,459

非支配持分   △36 △16

       

１株当たり親会社株主に帰属する当期利益      

基本的１株当たり当期利益（円）   126.54 72.63

希薄化後１株当たり当期利益（円）   － －

 

（連結包括利益計算書）

（単位：百万円） 

 
 
 

前連結会計年度
（自 2015年４月１日
至 2016年３月31日）

当連結会計年度
（自 2016年４月１日
至 2017年３月31日）

当期利益   12,962 7,443

       

その他の包括利益      

純損益に組み替えられない項目      

その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価

値の純変動
  248 △74

確定給付制度の再測定   △4,904 1,629

純損益に組み替えられない項目合計   △4,656 1,555

       

純損益に組み替えられる可能性がある項目      

在外営業活動体の換算差額   △2,609 △198

持分法によるその他の包括利益   0 －

純損益に組み替えられる可能性がある項目合計   △2,609 △198

       

その他の包括利益合計   △7,265 1,357

当期包括利益   5,697 8,800

当期包括利益の帰属      

親会社株主   5,739 8,853

非支配持分   △42 △53
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（３）連結持分変動計算書

（単位：百万円）
 

   

親会社株主に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の資本の構成要素

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動

在外営業活
動体の換算
差額

確定給付制
度の再測定

2015年４月１日残高   10,058 17,661 59,609 3,858 3,876 2,523

当期利益       12,998      

その他の包括利益         248 △2,603 △4,904

剰余金の配当       △4,520      

非支配持分の取得及び処分   △127     24 1

自己株式の取得              

自己株式の処分              

その他の資本の構成要素か

ら利益剰余金への振替
    1 △1    

2016年３月31日残高   10,058 17,534 68,088 4,105 1,297 △2,380

 

（単位：百万円）

 
 
 

親会社株主に帰属する持分

非支配持分 資本の部合計その他の資
本の構成要
素合計

自己株式 合計

2015年４月１日残高   10,257 △2,700 94,885 137 95,022

当期利益       12,998 △36 12,962

その他の包括利益   △7,259   △7,259 △6 △7,265

剰余金の配当       △4,520 △23 △4,543

非支配持分の取得及び処分 25   △102 51 △51

自己株式の取得     △38 △38   △38

自己株式の処分            

その他の資本の構成要素か

ら利益剰余金への振替
△1        

2016年３月31日残高   3,022 △2,738 95,964 123 96,087
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（単位：百万円）

 

 
 
 

親会社株主に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の資本の構成要素

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動

在外営業活
動体の換算
差額

確定給付制
度の再測定

2016年４月１日残高   10,058 17,534 68,088 4,105 1,297 △2,380

当期利益       7,459      

その他の包括利益         △74 △161 1,629

剰余金の配当       △3,697      

非支配持分の取得及び処分   △697     △1  

自己株式の取得              

自己株式の処分     0        

その他の資本の構成要素か

ら利益剰余金への振替
           

2017年３月31日残高   10,058 16,837 71,850 4,031 1,135 △751

 

（単位：百万円）

 
 
 

親会社株主に帰属する持分

非支配持分 資本の部合計その他の資
本の構成要
素合計

自己株式 合計

2016年４月１日残高   3,022 △2,738 95,964 123 96,087

当期利益       7,459 △16 7,443

その他の包括利益   1,394   1,394 △37 1,357

剰余金の配当       △3,697 △6 △3,703

非支配持分の取得及び処分 △1   △698 105 △593

自己株式の取得     △6 △6   △6

自己株式の処分     0 0   0

その他の資本の構成要素か

ら利益剰余金への振替
         

2017年３月31日残高   4,415 △2,744 100,416 169 100,585

 

- 8 -

（株）日立国際電気（6756）平成29年3月期　決算短信　



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

 
 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

  （自 2015年４月１日 （自 2016年４月１日 

    至 2016年３月31日)   至 2017年３月31日) 

営業活動に関するキャッシュ・フロー      

当期利益   12,962 7,443 

       

当期利益から営業活動に関するキャッシュ・フローへ

の調整 
     

減価償却費及び償却費   3,426 3,553 

減損損失   6 752 

法人所得税費用   3,784 3,038 

金融収益及び金融費用   △597 △216 

持分法による投資損益   0 － 

営業債権及びその他の債権の増減   8,275 △5,223 

たな卸資産の増減   2,445 △12,642 

営業債務及びその他の債務の増減   △10,848 13,259 

引当金及び退職給付に係る負債の増減   △697 △4,850 

その他   △4,825 12,230 

小計   13,931 17,344 

利息の受取   241 166 

配当金の受取   83 57 

利息の支払   △20 △18 

法人所得税の支払   △2,600 △3,864 

営業活動に関するキャッシュ・フロー   11,635 13,685 

       

投資活動に関するキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得   △3,749 △3,512 

有形固定資産の売却   1,926 40 

無形資産の取得   △608 △351 

その他の金融資産の取得   － △2 

その他の金融資産の売却   209 － 

子会社株式の取得   △112 △493 

長期貸付金の貸付   △12 △4 

その他   △5 261 

投資活動に関するキャッシュ・フロー   △2,351 △4,061 
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（単位：百万円）

 
 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

  （自 2015年４月１日 （自 2016年４月１日 

    至 2016年３月31日)   至 2017年３月31日) 

財務活動に関するキャッシュ・フロー      

短期借入金の増減   △2,276 813 

長期借入金の調達   80 700 

長期借入金の返済   △44 △77 

配当金の支払   △4,515 △3,694 

自己株式の増減   △38 △6 

非支配持分株主からの子会社持分取得   △210 △43 

財務活動に関するキャッシュ・フロー   △7,003 △2,307 

       

現金及び現金同等物に係る為替変動による影響   △1,584 △56 

現金及び現金同等物の増減額   697 7,261 

       

現金及び現金同等物の期首残高   46,870 47,567 

現金及び現金同等物の期末残高   47,567 54,828 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失及びその他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 2015年４月１日 至 2016年３月31日） 
 

（単位：百万円） 

 

報告セグメント 
その他 

（注）１ 
調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）３ 

映像・通信 
ソリューショ

ン 

成膜プロセス 
ソリューショ

ン 
計 

売上収益            

外部顧客への売上収益 89,218 90,563 179,781 959 － 180,740 

セグメント間の内部売上

収益又は振替高 
－ － － 3,575 △3,575 － 

計 89,218 90,563 179,781 4,534 △3,575 180,740 

セグメント利益又は損失

（△） 
494 16,006 16,500 253 △222 16,531 

受取利息 － － － － － 230 

支払利息 － － － － － △15 

税引前当期利益 － － － － － 16,746 

その他の項目            

減価償却費及び償却費 1,591 1,824 3,415 11 － 3,426 

減損損失 6 － 6 － － 6 

（注）１．その他には、施設管理サービス、印刷業等を含んでおります。 

２．調整額は、次のとおりであります。

セグメント利益の調整額△222百万円は、販売費及び一般管理費の配賦差異等△360百万円、未実現損

益調整額276百万円（成膜プロセスソリューションのセグメント利益から控除した未実現損益調整額

680百万円を除く）、その他△138百万円であります。 

３．セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象と

はなっていないため記載しておりません。
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当連結会計年度（自 2016年４月１日 至 2017年３月31日）
 

（単位：百万円） 

 

報告セグメント 
その他 

（注）１ 
調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）３ 

映像・通信 
ソリューショ

ン 

成膜プロセス 
ソリューショ

ン 
計 

売上収益            

外部顧客への売上収益 79,274 91,544 170,818 1,039 － 171,857 

セグメント間の内部売上

収益又は振替高 
－ － － 4,285 △4,285 － 

計 79,274 91,544 170,818 5,324 △4,285 171,857 

セグメント利益又は損失

（△） 
△3,383 13,963 10,580 457 △688 10,349 

受取利息 － － － － － 160 

支払利息 － － － － － △28 

税引前当期利益 － － － － － 10,481 

その他の項目            

減価償却費及び償却費 1,619 1,919 3,538 15 － 3,553 

減損損失 752 － 752 － － 752 

（注）１．その他には、施設管理サービス、印刷業等を含んでおります。 

２．調整額は、次のとおりであります。

セグメント利益の調整額△688百万円は、販売費及び一般管理費の配賦差異等△676百万円、未実現損

益調整額△23百万円（映像・通信ソリューション及び成膜プロセスソリューションのセグメント利益

から控除したそれぞれの未実現損益調整額△102百万円、△1,666百万円を除く）、その他11百万円で

あります。 

３．セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象と

はなっていないため記載しておりません。
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（１株当たり利益情報）

 １株当たり親会社株主に帰属する当期利益は、次のとおりであります。

 

前連結会計年度 

（自 2015年４月１日 

 至 2016年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 2016年４月１日 

 至 2017年３月31日） 

親会社株主に帰属する当期利益（百万円） 12,998 7,459

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 102,715,428 102,705,205

基本的１株当たり当期利益 126円54銭 72円63銭 

（注） 希薄化後１株当たり当期利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 

（その他の費用）

（単位：百万円）

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 2015年４月１日 （自 2016年４月１日 

  至 2016年３月31日）   至 2017年３月31日） 

事業構造改善費用(注) △711 △2,894 

損害賠償金 － △825 

減損損失 △6 △752 

その他 △537 △347 

合計 △1,254 △4,818 

 

(注)事業構造改善費用

前連結会計年度（自 2015年４月１日 至 2016年３月31日）

事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。

イ 特別退職金等           587百万円

ロ 拠点統合関連費用等        124

 

当連結会計年度（自 2016年４月１日 至 2017年３月31日） 

事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。

イ 特別退職金等          2,578百万円

ロ 事業集約や整理に伴うコスト等   316

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

４．その他

（１）役員の異動 

    該当事項はありません。

- 13 -

（株）日立国際電気（6756）平成29年3月期　決算短信　


